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概要

我々は、前論文:「宇宙太陽発電衛星のCO2負 荷」において、 DOE/NASAリ ファレンスシステムに基づ く

SPSシ ステムを取 り上げ、そのシステムの立ち上げ時にかかるCO2負 荷 を計測 し、既存の発電 システム と

比較研究を行った。その結果、SPSのCO2;負 荷は、火力発電 よりも大幅に小 さく、原子力発電 とほぼ同 じ

値であることが分かった。本稿は、前稿の基準ケースか ら、SPSに 搭載す る太陽電池の種類 、 SPSか らの電

力マイ クロ波を受信する レクテナの設置方法、お よびSPSシ ステムの建設方法 を変更 したシ ミュ レーシ ョ

ンバー ジョンである。計測の結果、第1に 、太陽電池に関 しては、アモル ファスシ リコン太 陽電池 の場合

は、多結晶 シリコン太陽電池の約6割 のCO2負 荷に低下することが分かった。第2に 、 レクテナのCO2負

荷に関 しては、陸上型 レクテナを基準 とす ると、干拓型 レクテナは約4倍 、洋上型 レクテナは約9倍 増加す

ることが示 され た。第3に 、SPSを18期 間に分割 して建設 し、完成 したSPSシ ステムか らの電力を用いて

SPSを 建設 してい く場合 には、第2期 目以降、既 存の電力設備か らの電力を必要 とせず、 SPSの 電力だけ

でSPSが 建設 され ることが明らかになった。そ して、 SPSの 電力を利用 してSPSを 建設す ると、既存の電

源設備の電力のみを用いてSPSを 建設す るよりも、 CO2負 荷が約 半分に抑制 され ることが明示 され た。
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1 は じめに

 宇宙衛星に太陽電池をはりめぐらしマイクロウェーブで地上に送電するというSPSシ ステムの構想は、
70年 代にDOE/NASAリ ファレンスシステ ムとして整理 されてきた。 前論文:「宇宙太陽発電衛星のCO2

負荷」([31])で は、 この リファレンスシステムにできるだけ準 じて我が国の電力全体をまかな うには 、シ
ステムの立ち上げにどれだけのCO2負 荷がかか り、運用時にどれだけCO2を 削減できるのかとい う観点 で

研究がなされている。 もちろん リファレンスシステム といっても20年 前の構想 なので、今 の実状にあ わな
い もの もある。例えば単結晶シ リコンによって太陽電池 を作るには、あま りにもコス トフル なので前論文

では、多結晶 シ リコンに切 り替えて計算がなされた。

 この論文では、そのよ うな基準ケースか らい くつかのバ リエー ションを考えてSPSシ ステムのCO2負 荷

をシ ミュ レー ション してみる。今回のシミュ レーシ ョンでは主 として三つのことを考えた。第一に、多結

晶シ リコンの太陽電池 は普及段階に入 ったが、更にアモル ファス型にす ると劾果が高いかも しれない とい

うことで太陽電池をアモル ファス型 に変えたシ ミュ レーシ ョンを行 う。第二に、 リファレンスシステムで

は、アメ リカ合衆国の ように砂漠地帯や空き地の多い国々を前提 としているが、我が国にはその様な場所

がなかなか見当た らない。電力の受信 レクテナを干拓地 に据 えるのか、また、洋上に据えた場合 にCO2負

荷 は一体 どのよ うに変化するのかを考えてみ る。第三に、SPSシ ステムを作 り上げる場合、ロケ ッ トの燃

料、設備、太陽電池 を含 めてそのCO2負 荷 は電力を経由 して発生す るウェー トが高い。 したがって既存の

電力でSPSシ ステムを一部作 りそのシステムで発生す る電力をもっぱ ら次のシステム立ち上げに向けてい

くとい うように して、順次、等差級数的にSPSの 電力を利用 していった場合、 どの程度CO2負 荷 を削減で

きるのか とい うことをシ ミュレーシ ョンしてみ る。以上の三点がこの論文の概要である。

†慶應義塾大学産業研究所、‡東海大学教養学部、§慶應義塾大学産業研究所未来開拓事業(日本学術振興会特別研究員)
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2 宇 宙 用太 陽 電池:多 結 晶 シ リコ ン vsア モル フ ァス シ リコ ン

 宇宙用太陽電池の想定としてわれわれの基準ケースでのシナリオでは、我が国でも生産実績があり、近年

大きく生産量の拡大が見込まれている多結晶シリコン太陽電池についてコス トおよびCO2排 出量の計算を

おこなった。ここでは同様に高い生産実績のあるアモルファスシリコン太陽電池について比較をおこなう。

 アモルファスシリコン太陽電池の特徴 としては次のような点がある。まず太陽電池の効率性をみると、

同じシリコン系太陽電池と比較 しても結晶系と比べ変換効率は8%程 度 と未だ低 く、光劣化現象と呼ばれる

変換効率の30%程 の悪化がある1。しかし一方でコス ト面からみると相対的に安価であることから、現在で

は電卓や時計など民生用機器にはほとんどアモルファスシリコン太陽電池が利用されている。また特に宇

宙用太陽電池として期待される点としては、モジュールが軽量であり、地上からの輸送の際に高い梱包密

度が可能であることである(た だし変換効率の低 さから同じ発電量を得るためには多くの面積を要する)。

以上のように相対的に長所と短所をあわせ持っているが、変換効率の向上、信頼性の向上、生産コス トの

いっそうの削減などが現在の課題になっている。 このような課題に対し、将来には明るい見通 しが期待さ

れている。まず変換効率については、現在でも小面積のもので13%が 達成され、将来は実用サイズのもの

でも向上する見通しにある。初期劣化についても太陽電池構造の工夫によって15%程 度まで低減 しており、

今後も材料開発やデバイス開発が進むと5-10%程 度まで低減できると期待 されている。また上記の変換効

率や信頼性の向上に伴って、民生用需要のみならず電力用需要の需要規模の拡大が達成されれば、その製

造プロセスにおける特性からスケールメリットが期待 され、大幅なコス ト低下が可能になるであろう。こ

のようにアモルファスシリコン太陽電池の変換効率や信頼性の向上、コス トの低廉化が期待されているが、

現状のコス ト構成とCO2負 荷について計算をおこない、多結晶シリコン太陽電池との比較をおこなうこと

にする。

2.1 ア モ ル フ ァス シ リコ ン太 陽 電 池 の 製 造 コ ス ト

 アモルファスシ リコン太陽電池(a-Si)の 生産工程は、多結晶シ リコン太陽電池(poly-Si)の それ と比

較 して簡潔であ り、セル化 とモジュール化の二つに大別 され る。セル化では、現在一般的に次の ような工

程か らなってい る。まず、熱CVD法 によってガラス基板上にSnO2やZnOな どの透 明 ・導電性酸化物膜

(TCO)か ら透明電極を形成 し、 レーザーによって電極パターニング(透 明電極の形状処理)を おこな う。

そ こにモノシランガス(SiH4)を 流 し、高周波の放電に よって高いエネルギー を加 えて分解 されたシ リコ

ンがガラス基板に堆積 し、アモル ファスシ リコン膜(i型)を 形成す る(プ ラズマCVD法)。 その際ジボラ

ン(B2H6)を 混合するとp型a.Siと な り、フォスフィン(PH3)を 混合す るとn型a-Siと なる。 このよ う

に原料ガスを切 り替えることによってp型 、i型 、 n型 の膜 を順次堆積 し、 レーザーによるa-Si膜 パターニ

ング し、を最後に裏面電極を設置(ス パ ッタ法)お よびパ ターニ ングすることでアモルファスシ リコン太

陽電池 のセルが形成 され る。

 セルの製造後、特性検査を経てモジュール を形成す る。セル化 における裏面電極形成 、セル特性検査、

モジュール化などの工程は、多結晶シ リコン太陽電池にお けるプ ロセスとほぼ同様 であることか ら原材料

投入量や投入価格を同一に してい る。ただ しa-Siで はガラス基板がそのまま受光面の保護板 として用いら

れるのでモジュール化においてカバーガ ラスは不要であ り、またモジュール化にお けるその他の原材料投

入量はpoly-Siとa-Siの 面積比によってpoly-Siの 際の1.8倍 としている2。 コス ト構成の推計にあた り、資

料 としては太陽光発電技術研 究組合[1993]な どを参照 している。

 11977年の光劣化現象の発見者から一般にStaebler-Wronski効果と呼ばれており、長時間継続して照度の高い光を照射すること
で、特性が低下し、その後飽和していく現象である。現状としては通常30-40%程 度の光劣化を起こす。 2

同じ10MWの 太陽電池としても、 poly-Siとa-Siではここで想定している変換効率の相違(そ れぞれ0.15と0.08)を受けて、ま
たカバーガラスからセル表面への入射エネルギー到達効率の相違(そ れぞれ0.96と1.00)か ら、必要面積量がa-Siでは1.8倍になっ
ている(稲 葉他【1993])。よってここではモジュール製造に必要な各種原材料については面積に比例するとして計算している。
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    表1:モ ジ ュ ー ル コ ス トの 比 較

               poly-Si    a-5i一 一太陽 電池 に
お げ る想 定 `』… 冖7… 一一 …一 一 一

辱 産規一模          10MW

変換効率             0.15

 1Wあ たりのモジュールコス ト(yen/W)
瀰 う購F一                  163.76

商業 ・輸送費           25.64

労働コス ト           36.75

資本コス ト            7.92

総額              234.07

lOMW

 O.08

93.59

11.67

36.25

89.36

230.87

 推計 されたモジュール コス トを比較 した ものが表1で ある。 ここではSPSを 想定 してい るため地上設置

に必要な架台、イ ンバーター、およびそれ らの工事費 については含まれてお らず、SPSの 太陽発電衛星に

おけるマイク ロ波送電設備、構造体等は別に扱 ってい ることに留意 されたい。表でのコス ト総額は、原材

料投入額(生 産者価格)、 雇用者所得3、 製造設備 ・建設費4に 加 えて、各種原材料の輸送 ・商業マージンと

して産業連関表 よ り財別 に推計 した購入者価格によって評価 したものである。

推計 されたコス ト総額をみると、アモルファスシ リコン太陽電池では、231円/Wと なってい る。多結晶

シ リコン太陽電池234円/Wで あるか ら若干安価であるにす ぎない。poly-Si製 造 コス トと比較 しての特徴

は、資本 コス トが89円/Wと モジュール コス トの39%を 占めていることである。その一方で原材料 ・燃料 コ

ス トはpoly-Siで70%で あるが、 a-Siで は41%に 過 ぎない。特に電力需要額はpoly-Siで27 .86円/W、 a-Si

で6.34円/Wと 、a-Si製 造では1Wあ た り1/4以 下の電力投入 しか必要 としない。このことはシ リコン製造

の際に、結晶系 シリコンでは1000-1500ｰCの 温度 を必要 とするのに対 して、アモル ファスでは約300・C程

度であることによっている。

2.2 SPS規 模の太陽電池製造 によるCO2負 荷

 DOE/NASAリ ファレンスシステムの想定 に従って、その太陽電池出力規模(SPS1基 当た り静止軌道

上で12.42GW、 地上において レクテナで受電するときには5GW)を 満たす太陽電池数量は太陽光入射エ

ネルギー を1.37kW/m2(solar constant)と して計算す る と、 SPS1基 あた り先の10MWの 太陽電池 を約

907セ ッ ト必要 とする。 リファレンスシステムではSPS60基 を想定 しているから(全 体として年間2.628×

1012kWhの 発電量)、 約54429セ ッ トとい うことになる。

 その推計結果の総括表が表2で ある。表か らわかるように、SPSに 必要なa-Siの 太陽電池総額(モ ジュー

ルコス ト)は125.6兆 円となる。CO2排 出量 としては、素原材料及びエネルギー投入によってpoly-Siが8.90

億t-CO2の 排出(な お多結晶シ リコンの製造においては、シ リカ還元によってCO2が 発生す る部分があ り、

その発生分は加算 され ている)で あるが、a-Siで は4.35億t-CO2と 約半分程度のCO2負 荷 となる。また資

本財製造による排出を加算 しても、合計でpoly-Siの9.04億t-CO2に 対 し、 a-Siの5.63億t-CO2と62%程 度

に抑制 されている。

 また部門別CO2排 出量 としては、直接 ・間接の生産波及の結果 として最大の排 出部門は電力部門であ り、

自家発電を含む と2.2億t-CO2で 全体の39.4%を 占めてい る。電力部門が最大のCO2排 出部門であることは

poly-Siの ケース と同様であるが、 poly-Si製 造では電力部門が5.1億t-CO2と 大 きく、全排 出量の59.4%を

 3雇用者所得については、産業連関表における半導体素子・集積回路製造における労働分配率を想定し、15.7%と して推計してい
る。

 4各種製造設備については耐用年数10年、建設物は耐用年数40年 とし、金利を5%の もとで定率法での償却パターンを仮定して1
年当りの費用に換算している。
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表2L§p§ .用木 一陽 電 池 璽 至 ジ三 〕=ルi望 茎」「士CO2排 出 量

    _____    _           poly-Si    a-Si

   至 ～子一ノヒ三ろ五廷g億 亘〔一『一一一『一㎜ 一一一一-一粛原材料            
89132

 商業 ・輸送費         13955
資本コス ト          4312

労働コス ト          20002

合計             127402

 誘発粗付加価値(10億 円)』野 灘
i業睥皿『    一』一一『'一一一一   6049

第二次産業          74700

第三次産業          46652

 qg2盤 出量(M.t-CO2)一蓁原材料 一 π… 一一一『一}一一一 
890.4

資本投入             13.6

合計             903.9

 1シ リカ還元からのCO2排 出を含む

50906

 6349

4860?

19716

125578

3645

98030

23907

434.9

128.3

563.2

占めていた。a-Si製 造では、アモル ファスシ リコンを形成す るガラス基盤 をそのまま受光面の保護板 と し

て用いることができることからカバーガラスが不要で り、ガ ラス製造か らのCO2排 出量は36.4百 万t-CO2

とpoly-Siの 際の37%程 度である。

 以上の推計結果によるとアモルファスシリコン太陽電池を想定した場合、特にセル製造における電力需
要、ガ ラス基板がCO2負 荷の点で大 きなウェイ トを占めてお り、この傾 向自体は多結晶シ リコン太陽電池

の製造の際 とあま り相違 は無い。一方金額ベースでも、多結晶シ リコン太陽電池 と比較 して1Wあ た りの

コス トは同様 である。 しか し、直接的な必要電力量は22.8%、 直接 ・間接的な生産波及か らのCO2排 出量

では62.3%に 過 ぎず、SPS60基 全体では3.4億t-CO2も の排出を削減することが可能である
。 よってCO2

負荷の観点からは、アモル ファスシ リコン太陽電池に相対的な優位性がある。 また将来的 にはコス ト面か

ら言って も、先に述べたようにa。Siの製造工程が相対的に簡潔で、ガス反応 ゆえに量産化に適 しているこ

とか ら製造規模拡大によるコス ト削減効果が期待 され る し、また変換効率の向上、信頼性の向上を伴って

CO2排 出量をより減少す ることが期待 され る。

3 レ ク テ ナ の シ ミ ュ レー シ ョ ン:陸 上 型vs干 拓 型 、 洋 上 型

 我々は、前論文において、基準ケースとしてのDOE/NASAリ ファレンスシステムに基づくレクテナの
CO2負 荷を計測 した。それによって、レクテナは、一基あた り644 .8万 トンのCO2を 排出 し、 SPSシ ステム

全体の約25%のCO2負 荷を持つことが明 らかになった5。 レクテナの基本的な問題点は、 SPSシ ステムに

占めるCO2負 荷が大きいだけでな く、 レクテナの設置のために、広大な地上面積 を必要 とす ることであっ

て、北緯30度 付近に設置する場合は、約100km2の 地上面積 を必要 とす る。 したがって、 SPSシ ステムの

導入を検討する各国は、 自然的、経済杜会的な要因 に基づいて、 レクテナの設置場所や設置方法 をいろい

ろと考案 してお り、本稿は、 レクテナの主要な設置パターンに着 目し、それぞれのCO2負 荷 を 『環境分析

用産業連関表』 を用いて推計する。

。5DOE/NASAリ ファレンスシステムでは、レクテナは60基必要であり、全体で3億9千 万トンのCO2負 荷を持つ。ただし、わが国の電力供給を全てまかなう規模を想定すると
、レクテナは18基必要であり、そのCO2負 荷は、1億2千 万トンである。
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3.1 レク テ ナ の 設 置 パ ター ン

 CO2負 荷の推計に入 る前に、これまでに考察 されてきたレクテナの設置パ ター ンとして、『陸上型 レクテ

ナ』、『干拓型 レクテナ』および 『洋上型 レクテナ』を とりあげ、若干の説明 を しておこ う6。

 (a)『陸上型 レクテナ』

  『陸上型 レクテナ』 は、NASA/DOEリ ファレンスシステムに基づ いてお り、陸地に レクテナが設 置 さ

れる。OTA[4]は 、広大な陸地を もつアメ リカについて、1つ の レクテナの規模に対応す る格子(grid)に

よって大陸を分割 し、レクテナの候補地が見つかるか どうかを吟味す る。そ こでは、河川、湖沼、運河、人

口密度が高い地域、国境地、軍事保留地、絶滅が危惧 され る種の生息地、国の娯楽施設地域お よび地形的

に レクテナ設置が許容で きない地域(=以 上は 「絶対的に」除外 され るべ き地域)や 、SPSの マイクロ波に

よる電磁的な干渉を被 る冷 もしれ ない軍事設備や原子力発電プラン トか ら一定の距離内にある場合 も、 レ

クテナの候補地 としては除外 され ている7。

 (b)『干拓型 レクテナ』

 西 ヨー ロッパ においては、沖合 におけるレクテナの建設が考察されてお り、構造設計の可能性か ら人工

島方式 と干拓方式が選択 され、大量の砂の浚渫問題 と建設費用の観点か ら干拓方式 による設置が吟味 され

ている。干拓方式によるレクテナの設置作業は、基本的に、建設作業場(人 工島)の 建造→堤防の建設 と

水抜 き(干 拓用の構造物設置)→ 排水 システムの設置→ レクテナ本体の設置 に したがって進む。 レクテナ

の設置場所は、海岸か ら20㎞ 、主要な電力消費の中心地点か ら300kmの 範囲で、水深は30m以 下である。

立地の研究事例 として、北緯53度 、Den Helder(オ ランダ)の60km沖 合で、水深27mの 地点が取 り上げ

られてい る。

 (c)『洋上型 レクテナ』

 国土の狭い 日本で も、沖合におけるレクテナの設置が考察 されているが、『干拓型 レクテナ』 とは構造設

計が異なっている。そこでは、地震な どによる海底変動の影響を受けないことと、設置地点の水深に影響

されないことを考慮 し、洋上において、アンテナ ・架台が 「浮体」構造物によゐて支えられ る浮遊方式(セ

ミサブ(半 潜水)方 式)が 吟味 されている8。 また、 レクテナは、1ブ ロック(50m×200m 、浮体1

6個)ご とに ドックで建造 され、海上にて、結合 ・係留 され る。 レクテナの設置地点については、200カ

イ リ水域内の水深200m以 下の海域において、平均波高、平均風速、最大流速 と台風の通過度数等の観

点か ら、輪島沖、島根沖、響灘、対馬東方、五島灘、土佐湾 と鹿島灘が候補地 としてあげ られ、気象 ・海

象および船舶航路の状況が調査 されている。

3.2 CO2負 荷 の 推 計 範 囲 と推 計 方 法

 『陸上型 レクテナ』は、DOE/NASAリ ファレンスシステムに基づ く基準ケース としての レクテナであ

り、前論文にて、そのCO2排 出量 を推計 している。『干拓型 レクテナ』 と 『洋上型 レクテナ』は、『陸上型
レクテナ』 とは異なるアンテナ構造や架台構造 をもつ ことが予想 されるが、それに関す る詳細な基礎デー

タを入手できなっかった。 したが って、『干拓型 レクテナ』は、『陸上型 レクテナ』の周囲を干拓堤防で取

り囲んだ構造 とし、『洋上型 レクテナ』は、『陸上型 レクテナ』を洋上の浮体構造物で支える構造 とし、そ

れぞれCO2負 荷 を計算する。そ して、『陸上型 レクテナ』、『干拓型 レクテナ』お よび 『洋上型 レクテナ』

について、その基本的な機能 と構造物の構成に基づいて、(1)ア ンテナ関連製 品、(2)架 台、(3)電 気設 備、

(4)建 設 ・設置工事、お よび(5)『 干拓型 レクテナ』 と 『洋上型 レクテナ』にそれぞれ必要な浮体構造物 と

干拓堤防 ・作業島に区分 し、環壌分析用の産業連関分析によって レクテナ1基 あた りのCO2負 荷を推計す

 6『陸上型レクテナ』は、DOE/ER〔1]とOTA[4jを 、『干拓型レクテナ』は、 ESA[2Jを 、そして、『洋上型レクテナ』は、橋本【28】を
、それぞれ参考にした。

 7農地と渡り鳥の経路は、レクテナの設置には 「潜在的に」除外されるべき地点とされる。 8
畚野[30】は、人工島を含む固定式の有効性を指摘している。
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る。設置地点は、北緯35度(短 軸:9.6Km,長 軸12.7Km)に 調整 している。

 前論文 と推計作業が重なる部分についてはそちらを参照 していただ くことに して、今回、新たに推定 し

た部分についてのみ計測手順 を示す。 とくに、(5)は 、干拓堤防についてはESA[2]の 値を、浮体構造物に

ついては橋本[28】の値をそれぞれ用いる。

 (a)『 陸上型 レクテナ』

 基準ケースとしての 『陸上型 レクテナ』金額ベク トルを表3で 示す。

                    表3:陸 上 型 レク テ ナ

     レクテ:チみ構祓「}}㎝}一    金顰(億 円)  1-0表 対応,一Fｰ… 産業蓮関表の部門     (
1)ア ンテナ関連製品 一               .一一}   一一 一 一…『'-'一一.一一一一'r一一'一嚼

      アジテナ ・'導:体俸 一 一}一-一一一『    1771.8     2722021 アル ミ圧延製品

      ガ リヒ素ダイオー ド        9770.5     3341011 半導体素子

      商業 ・輸送マージン         1116.2

     (2)架台部分

      架 台一       一       940.1     2621011 普通鋼形鋼

      商業 ・輸送マージン         126.5

     (3)電気設備

      インバー タ             455.1     3411021 開閉制御装置および配電盤

      制御装置               23.7     3411021 開閉制御装置お よび配電盤
      商業 ・輸送マージン          98.3

    (4)建 設 ・設置(産 業連関表の部門)      

(工泣5蔀 再アー 一 . 一邑一'一 一一一`'

       建設用金属製品           152.7     2811011

      ケーブル                97.0     2721013

      生 コンクリー ト          61.2    2522011

      工業用陶磁器              46.6     2531012

      建設機械器具賃貸業           43.9     8513012

      上位5部 門以外            342.6

      商業 ・輸送マージン          88.4

    一一   P     i..一曹一罰『T 『一}一' -甲一『『     齟           15139=『 一}}}一 『'一一一}        ㎜一冖.一}}』 一冖一幽曽一     一一 山一'

(b)『 干 拓 型 レク テ ナ 』

表4は 、 『干 拓 型 レ クテ ナ 』 の 金 額 ベ ク トル を 示 して い る。(5)の 干 拓 ・堤 防 は 、 は じめ に 、 砂 利 ・砂 、 採

表4:干 拓型 レクテナ
 レクテナの構成

(i)テ 』ジデチ蘭蓮襲品…㎝}一 一一

(2)架台部分

(3)電気設備

 (4)建設 ・設置

 (5)干拓 ・堤防(産業連関表の部門)

   (上位5部 門)一鞠
・..砕着 匿一り一…一』 一一 一τ『

  建設機械機具賃貸業

  舗装材料

  セ メン ト製品

  土木建築サー ビス

  上位5部 門以外

  商業 ・輸送マー ジンー籍 評 『一』  一}一 『一『『 一 }一

  盃 額 一甲て億
P9厂 一1で'蓑対輌 乙一ド 面`.

        (1)か ら(4)は 、全て        『
陸上型』 と同一。

G959.1

2400.0

205G.0

1992.4

1G71.2

148G5.2

3573.0

48G51.5

0622011

8513012

2121021

2523011

8519031

石 ・ コ ン ク リー トと コ ン ク リー トキ 丘 一 ブ(そ れ ぞ れ ・384百 万m3、31100千t、500千m3 、8700千m3)

は 対 応 す る 単 価(そ れ ぞ れ 、1422円/t、1032719円/千t、11500円/m3、12412円/t)を 掛 け9
、 砂 ア

ス フ ァ ル トとア ス フ ァ ル トコ ン ク リー ト(そ れ ぞ れ 、42100千tと644千t)は 物 量 的 な 投 入 素 材 比10と 舗

装 材 料 部 門 を用 い て 金 額 を 推 計 した 。 そ して 、 『1990年 建 設 部 門 分 析 用 産 業 連 関 表 』 の 「海 岸 」、 「港 湾 ・漁

港 」 と 「土 地 造 成 」 の3部 門 を 統 合 し、 先 に 求 め た 砂 利 ・砂 等 の 価 額 か ら統 合 部 門 の 金 額 ベ ク トル 全 体 を

 9コ ンクリー トは2.5t/m3、 砂利 ・砂は1.st/m3で 換算。(建 設省 【17】) 10西日本設計測量 より聞 き取 り
。
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推計 し、干拓堤防 ・作業島の建設に不要な中間投入部門を削除することによって、干拓堤防 ・作業島の建

設ベク トルを求めた。

 (c)『 洋上型 レクテナ』

 表5は 、『洋上型 レクテナ』の金額ベ ク トルを示 している。(2)の 架台部分の土台は、浮体構造物の上 に

敷 き詰 める鋼板であ り、洋上型 レクテナ全体に必要な鋼材(27600千t)か ら架台11と 浮体構造物の鋼材量

を差 し引いて もとめ(4508.2千t)、 単価(67581円/t)を 掛けた。(5)の 浮体構造物(20800千t)は 、それ を

鋼船部門(1-O表 符号:361101)の 鋼材投入量に対応 させ、鋼船部門の金額投入ベク トル全体を推計 し、客

室に関連する部門や船内の内燃機関関連部門を削除することによって、浮体構造物の金額ベク トル を推計

した。

表5:洋 上型 レクテナ

 レクテナの構成一(
1)ア ンテナ蘭蓮製App一一

(2)架 台部分一 一
7K:___A       一一…幽

  土台

  商業 ・輸送マージン

  小計

(3)電気設備

(5)浮 体構造物

  (上位5部 門〉一 瞽適鋼鋼板「丁丁

  鉄鋼シャース リッ ト

  ポンプお よび圧縮機

  普通鋼形鋼

  冷間仕上鋼材

  上位5部 門以外

  商業 ・輸送マージン

 i;p,「 …

金 額(億 再y}『 一1-0表 好応 ヨニ下 一}  ¶冖T} }一『陸王型』 ど蔭 …一一… 一

     940.1

    3587.2

     609.9

    5137.2

『陸上型 』 と同一。

9104.6

3G91.5

1901.0

1861.2

1G65.9

21050.G

4474.5

62122.1

2621011 普通鋼形鋼

2621012 普通鋼鋼板

2621012

2649011

3019011

2G21011

2G23011

3.3 設置パ ター ン別の レクテナのCO2負 荷

 前節で推計 した表3か ら表5に もとついて、3つ の立地パ ター ンに よる レクテナのCO2負 荷 を表6に ま と

めている。CO2負 荷全体では、『陸上型 レクテナ』(645万t)→ 『干拓型 レクテナ』(2372万t)→ 『洋上型 レ

クテナ』(5942万t)の 順に上昇 し、『洋上型 レクテナ』 は 『陸上型 レクテナ』の約9倍 のCO2負 荷 をもつ。

また、レクテナの基本的な役割=マ イクロ波の受電 ・整流を担 うア ンテナ と架台部分のCO2負 荷は、『陸上

型 レクテナ』では90%、 『干拓型 レクテナ』では24%、 『洋上型 レクテナ』では23%で あって、『陸上型 レ

クテナ』において、主要なCO2の 排出源である。 しか し、『干拓型 レクテナ』や 『洋上型 レクテナ』では、

干拓 ・堤防工事(73%)や 浮体構造物(76%)か らのCO2負 荷が決定的な要因となる。

   表6:レ クテナのCO2負 荷(万t)

 レクテ ナの 構成     陸上 型  干 拓 型一 澤 王型 『

ア ンデ ラ=導爾 藹連製 晶} 369.5  3G9.5  369.5『

架 台         210.9  210.9 1015.9

電 気 設備         13.8  13.8  13.8

設 置 工事        50.7  50.7   一

洋 上 型 ・干拓 型 構造 物    一 1727.4 4542.5一'奢:t  一一 }}一 冖        
G44.9一 …2372.2   5941.5一 『

 次に、表7は 、 レクテナの設置パ ターンごとに、直接間接のCO2負 荷の上位5部 門を示 してい る。『陸上

型アンテナ』は、第1位 は事業用発電部門、第2位 は銑鉄部門、第3位 は石炭製品部門であ り、上位5部 門

で、全体の6割 を超えるCO2を 排出 してお り、とくに、事業用発電部 門と自家発電部門で、全体の36%の

 11『陸上型レクテナ』と同一とする。
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CO2負 荷を もつ。『干拓型 レクテナ』 において も、第1位 は、事業用発電部門であ り、上位5部 門には入 っ

ていない自家発電部門を加えると、全体の1/4を 占める。また、巨大な干拓工事 を反映 してか、自家用貨物

輸送が第2位 に位置 していることが特徴的である。そ して、『洋上型 レクテナ』 は、『陸上型 レクテナ』 と

『干拓型 レクテナ』 と異な り、浮体構造物のために膨大な鉄鋼製品を必要 とすることから、銑鉄部門が第1

位 に位置 し、事業用電力部門が第2位 となる。そ して、上位5部 門で、全体の7割 を超 えるCO2を 排出 して

いる。

_一 一一一_.___一 表7辷 部翌墾 旦璽gq醐 壕封i出 量(万t)

「陸王型 τ一一 一こ 一  一 一… 一 牛 拓型τ 冖…一㎜} 一 一一一一一「 痒f袤 厂一… 一 一 =一事期 発 電『一一一 ㎜}… 一
182.3「 輳 用発電 一 『…44f8[氈 薪 }}7-165? .3銑鉄           
87.5 自家用貨物 自動車輸送  300.6 事業用発電   1074 .4

石炭製品         58.4 銑鉄          214 .9 石炭製品    980.3 
自家発電         49.8 石炭製品        149 .8 自家発電    421.1

』 ヒ皇   ._  。. _.27.8 その他窯業土石     140.2 熱間圧延鋼材  290。4pi一上位5部 門些 箜宣垂)7T 644
.8    二二三

一_一  2372.2  一 『一 一5941.5'

 レクテナは地上の巨大な建造物であ り、アンテナ ・架台の構造体と立地場所は、マイクロ波の影響を考
慮 しっっ、地形や気象状況か らの負荷、大 口の電力需要地帯、地上の建造物、経済社会活動領域お よび人

口分布等のいろいろな要因を吟味することによって、決定 されると思われ る(OTA[4D。 しか し、その決定

によっては、 レクテナの建設による環麑負荷 を著 しく変動 させることも明 らかであ り、 レクテナのアンテ

ナと架台の構造設計だけでな く、 レクテナの設置場所 も、慎重 に判断する必要が あるといえよ う。 とはい

え、 レクテナの設置パ ターン別のCO2負 荷計算のための基礎データは、基本的に不十分であることも明 ら

かであって、今後、 より精確な基礎デー タによる再検討が望まれ よ う。

4 宇宙太陽発電衛星のシミュレーシ ョン

 DOE/NASAリ ファレンスシステムは、1基 あた り地上で5GWの 発電が可能なSPSを 全部で60基 打ち
上げる計画であった。それは、米国の電力需要をまかなうことを念頭に考えて計画されてお り

、日本に適用
する場合は、打ち上げる衛星の数は少なくなるであろう。 日本の1995年 時 点の販売電力量(7511億kWh)

に相当する電力量を発電するためには、18基 が必要である。

 本シ ミュ レーシ ョンでは、18基 のSPSを18期 間に渡って1基 ずつ建設 していくケースを考える。第1基
目のSPSシ ステムの建設は、全て既存電力 でまかな う。そ して、2基 目のSPSを 建設する時には、1基 の

SPSの 発電によって得 られた電力を優先的に利用 し、不足分を既存の電力設備か ら得 る。やがて2基 のSPS
が完工 し、3基 目の建設に取 り掛か ると、今度 は2基 のSPSの 発電によって得 られ る電力が利用可能であ

る。 この ようにSPSか らの電力 によってSPSを 建設す る場合は、 SPSを 全て既存の電源設備で建設する場

合 と比べてCO2負 荷はどのように違って くるのかをシ ミュレーシ ョン してみた。 こうした計算においては、

SPSが 参入 していくにつれて、 SPSと 既存電力の電源構成 が変化 してい く様子を記述するためのモデルが

必要である。そのモデル をつ くるために、以下の想定 を行 った。

 1.SPSと レクテナは、1基 ずつ建設 し、全部で18基 建設す る。また、 SPSと レクテナ を1基 建設す るの

  に要する期間は1期 間 とす る。

 2.太 陽電池製造設備、宇宙基地 と宇宙輸送機 は、第1期 目に全部製造 ・建設す ることとす る。

 3・第醐 には・第 孟一1期 以前に建設 され たSPSシ ステムは稼動 している。(t=2,3,..,,N;N=18)

 4.SPSシ ステムから供給 され る電力は、 SPSシ ステ ムの建設のために優先的に利用 される。
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なお、シ ミュ レーシ ョンの具体的な方法については、補論を参照 していただきたい。

 我々のシ ミュレーシ ョンに基づいて計算 したCO2負 荷を表8の 左側にまとめている(た だ・し、表8の 「SPS
の余剰電力 とCO2負 荷の帰属計算」は、本節の最後で取 り扱 う)。第1期 目は、 SPSシ ステムの立 ち上げの

時点であ り、SPSか らの電力供給は存在せず、太陽電池製造設備 、宇宙輸送機、宇宙基地、太陽発電衛星

(1基)と レクテナ(1基)が 既存の電源設備か らの電力供給(276.9億KWh)の みによって建設 され る。第2期

目は、第1期 目に建設 されたSPSと 既存の電源設備の電力によってSPSが 建設 され るが、シ ミュ レーシ ョ
ンの結果 は、第1期 目に建設 されたSPSの 電力だけで第2期 目のSPS建 設に必要な電力が総てまかなわれ

、
既存の電源設備か らの電力を全 く必要 としないことを示 してい る。3期 目以降 も、SPSか らの発電量は累

積的に増加 していくが、1期 間あた りに建設すべ きSPSシ ステムは、第2期 目と同一であることか ら、既存

の発電設備 からの電力 を必要 としない。 したがって、SPSの 電力 によってSPSを 建設 してい く場 合には、2

期 目以降 は、SPSの 電力供給だけでSPSを 建設可能なことが明 らかになった。

表 8: SPIiヨ三む ～てSPS を建設する場合のCO負 荷
2ニ==ニニ=_;==_一 二=一' 一 一 一▼ 一} 一一    匸 冖 ア ー一 一一一㎝ 一

     S
}一 一  冖

        辭

P S建 設に必婁な酬 窓E可駈)〒一一躪 一}O錫 賀 荷
     一  一 『 一 一 一一_一一稼研 報う

SPS
   一   一一一}  一 τ一 , 一 一一  一鹽一  冨 一 一_  _  一                      『一 一 一一-

SP臟 ガ乏でO彌 あ孺藤汗算皿『冖 一一一 一 一P 、一 }一 一 一一 一

期
SPSか らの 既存電万がら
電力供給  の電力供給 計 万 トン 数

発電量
億kWh

荼菊庵万一
億kWh

C賜 肅}… 総脊 効菓 冖尸-一

億 トン   億 トン

一} 一一 一一  _(a) (b) (c) (c)一(a) (d)   (b)一(d)}一}一__一 一 一 一『   一一一一 一一一 闇___一 一一旙-

1 0     276.9 27G.9 3201 0 0 0
一 一一一 一  一一一一『 τ一一`  一 一 一.__一                  

   0.0      0.3
2 246.8 0 24G.8 1388 1 438 191.2 o.i      o.o
3 246.8 0 24G.8 1388 2 876 G29.2 0.3      -0.2
4 24G.8 0 246.8 1388 3 1314 1067.2 0.5      -0.4
5 246.8 0 24G.8 1388 4 1752 1505.2 0.7      -o.o
G 24G.8 0 246.8 1388 5 2190 1943.2 0.9      -0.8
7 246.8 0 24G.8 1388 6 2G28 2381.2 1.1      -1.0
8 246.8 0 24G.8 1388 7 306G 2819.2 1.4      -1.2
9 24G.8 0 246.8 1388 8 3504 3257.2 1.6      -1.4

10 246.8 0 246.8 1388 9 3942 3695.2 1.8      -1.G
11 246.8 0 24G.8 1388 10 4380 4133.2 2.0      -1.8
12 246.8 0 246.8 1388 11 4818 4571.2 2.2      -2.1
13 246.8 0 24G.8 1388 12 5256 5009.2 2.4      -2.3
14 246.8 0 24G.8 1388 13 5G94 5447.2 2.6      -2.5
15 246.8 0 246.8 1388 14 G132 5885.2 2.8      -2.7
1G 246.8 0 246.8 1388 15 6570 6323.2 3.0      -2.9
17 24G.8 0 24G.8 1388 1G ?008 G761.2 3.2      -3.1
18 24G.8 0 246.8 1388 17 744G 7199.2 3.5      -3.3
19

_二_一 一一_一_一 一 二__一.一2 _二.一 18 7884 脚
『 一 一 一 一-一 _._二.__一_. 一一 一_二_

 計
『 一一  一 一 一

4195.6     27G.9
 }一 一}  R一  一一  膚  一              }   _一

4472.5 26797
■疊一一 一 一       一 一

62818.4 30.2     -27.5  -一一_r }〒一 一一一一 一 7甌一 πT一 一 一 齟▼一一一一-

 次に、表9に よって、電力生産1単 位あた りCO2排 出量を発 電形態別 に比較 しよ う。今回の シミュ レー一

シ ョンにおいて も、SPSの 耐用年数を30年 と想定 し、次の よ うに計算を行っている。

  26797(CO2排 出量:万 トン)÷7884(SPS発 電量:億kWh)÷30(耐 用年数)×100=11(9/kWh)

表9のSPSの 電力を利用せずにSPSを 建設する場合 と火力 ・原子力発電の値に関 しては、前論文 と慶應義

塾大学産業研究所環境問題分析グループ[16】の第5章 「電力生産によるCO2排 出」をそれぞれ参照された

い。この結果より、SPSの 電力を利用せずにSPSを 建設する場合は、 SPSと 原子力発電は同じ程度である
が、SPSの 電力を用いてSPSを 建設する場合は、その約半分のCO2負 荷しか持たないことが明らかになっ

た12。

 最後 に、 これ まで説明を保留 していた表8の 「SPSの 余剰電 力 とCO2負 荷の帰属計算」を見てみ よ う。
SPSの 電力 を利用 してSPSを 建設する場合は、2期 目以降、余剰 電力が発生する。表8の(d)列 は、その余

 12なだし、前論文と同様に、SPSの 電力生産1単位あたりCO2排 出量の値には、電力事業者の送配電を含む経常費用からのCO2

梦祟騰 驚 乳 翫 縢 驪 攣獅 饑 継 謝 はSPSについて送配電などの経常費用について現存のデー
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表9:電 力生産1単 位あたりCO2排 出量の比較

                                    (g-COZ/kWh)

 1電芳弐一一'一'冖『『     一'一』一一一一一一{  一齟一一…        一 一一一  経常蓮転蒔 』}建言芟頭蒔一}=匿一一一合言干『一㎜一 『 
SPS(SPSか らの電力を利用してSPSを 建設していく場合)      0   11      11'

SPS(SPSか らの電力を利用せずにSPSを 建設 した場合)      0   20      20

石炭火力発電                        1222   3     1225

石油火力発電                        844   2      846

LNG火 力発電                       629   2     631

原子力発電                          1g   3      22

剰電力に既存の電力設備 の単位あた りCO2負 荷 をかけた値である。つま り、 SPSの 余剰電力 と同等の電力

を、既存の電力設備 によって生産 したな らば、30.2億 トンのCO2が 排出され るとい うことである。 しか し、

実際には、SPSの 余剰電力の生産か らはCO2は 排 出 されず、30.2億 トンは、既存の電力生産に よって評価

されたマイナスのCO2負 荷 と考えられる。 したがって、 SPS建 設か ら発生す るCO2負 荷か ら(d)列 を引き、

それ を 「総合効果」 として示 している。

 この一連の計算は、一種の 「帰属計算」である。それに よると、SPSのCO2負 荷は、 SPSの 建設 か らの

CO2負 荷 と余剰電力のCO2負 荷を考慮に入れた 「総合効果」では、余剰電力分か らのマイナス効果を持っ

CO2負 荷が大き く、 トー タル で一28億 トンのCO2負 荷 と して評価 され ることが分かった。

5 結びにかえて

 この一連 の太陽発電衛星の分析か ら分かるように、宇宙太陽発電に関するCO2負 荷は非常に少ない とい

うことがいえる。70年 代のDOE/NASAリ ファ レンスシステムを使って も、この ように低 いCO2負 荷であ

るか ら、次の課題 として、新 しく計画 され るパ ワータワーでは、どの程度、CO2に 関 して改善の余地があ

るかを明 らかにせねばな らない。我々は、経済学者であるが、SPSシ ステムのコス ト計算は意図的に行わ

なかった。宇宙開発技術は、研究開発、言ってみれば、知識労働者の人件費のかたま りであ り、膨大 なコス

トがかかることは明らかである。 したがって、このよ うなプランは、ひょっとした ら9電 力、あるいは1国

単位 では、満足に費用負担ができないかも しれない。 しか し、地球環境 とい うグローバル な観点か らい う

と、コス トが高い とい うことは、もしエネル ギーの節約 とCO2負 荷の低下が可能な らば、新たな産業 を創

出す るとい うことであって、見方によっては、たい したことではない、 とい うふ うに考えたのである。お

そ らく地球環境問題 の要は、電力をいかに生成す るか とい うことになる。そ して、地球閉鎖系か らの脱出

とい うテーマ として、宇宙発電衛星は、その一つのきっかけにな ると考えている。

補論

 シ ミュ レー ションにあたって、通常の環境分析用産業連 関表デー タを少 し加工 し、電力を既存電力アク

テ ィヴィティとSPSア クテ ィヴィテ ィの2つ に分けて、図1の ようなデー タ ・べ一スを考 えてお く(こ の

データ ・ベースの作 り方の詳細は、吉岡 ・菅[32]を 参照)。
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分割された投入係数行列で図1の ように電力を特掲したもの。

レクテナ(R)と 太陽電池(s)の 構成を示す

コモティティベク トルでN期 間に分割 して生産可能なもの

N期 間に分割できず初期投資が必要なもので、たとえば宇宙基地

電力を除く誘発生産額ベク トル

電力の誘発生産量(kWh)(受 電端べ一ス)

既存電カアクティヴィティ1、SPS発 電アクティヴィティ2か ら
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単位あたりCO2排 出原単位(エ ミッションファクター)
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電
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A,1
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皿 ■ 一 一 一一 一 一幽一
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 一 一
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一.一 罸一
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F、 一一聯一

Ate,

÷
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CO・ 匚1 、 e ]
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       図1:今 回用いるシ ミュ レーシ ョン用の環境分析用産業連関表 の概略図

 この概略図に示 した変数名 に順 じ、シ ミュ レーシ ョンの内容を示そ う。既存の電カアクティヴィテ ィの

み を用いて、 レクテナな どを作る場合 のCO2負 荷は、次の ように解 くことができる。

 すなわち、∫げR,fs,fｰ)を 与件 として、誘発生産額X、 、ω2は、

          {

            Al1×1十A12z十f = Xl

              A。、X、+A22z= x2

                 (二)一 ただレα一(:)
を解 くことによって求まる。 また、誘発CO2発 生量は、

(1)
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                           XICO2=(e)zlz2
で求ま る。 この計算過程 をベ ク トル値関数で とってお く。次に、SPSア クティヴィテ ィをN期 に分割 し作

成す る。その際、1期 目はすべて既存電力でまかない、2期 目以降は、SPSか ら生 じた電力 を全て使い、残

りだけを既存電力アクティヴィテ ィでまかな う方法を取った場合のCO2負 荷 計算は次の ようになる。

 まず第1期 目であるが、f=涛 げR+fs)+fｰで あり、太陽電池 とレクテナの1/1>期 が資本財 として作 ら

れ、それにJOが 加わる。その際電源構成ベク トルαはα=・(1 0)'が用いられ、誘発 され るCO。 負荷、生産

額は(1)式 で示 した量の1/Nと なる。

 次に2期 目については、SPSシ ステム全体の発電量をSkWh/年 とすれば _1f-N(fR+fs)を 与えて、

        z2= S/N

      zl 十z2   ==   ω2

A、 、X1十A、2z十 ∫ = X、

  A21×1十 ノ室222: = ω2

          XICO2一(e)zlz2

(2)

に よ っ て 、X、 、ω2、 CO2負 荷 が 求 ま る。

 同 様 に して 、t期 目(t=3,_,N)つ い て は 、 _1f-N(fR+fs)を 与 え て 、

        z2  =  (t-1)S/N

      2=1 十2「2   =   2コ2

Al1×1十Al,z十f = Xi

  A。 、X、+A22Z=¢2

CO2= (e )(Xlziz2)
(3)

を解 くことにより、その際の生産誘発、CO。 負荷が求まる。この(3)の 計算方法をt=3か らN回 順次行い、

今までの誘発生産、誘発CO2負 荷量を加 えることによ り、システム全体の負荷計算が出来上がる。
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